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平成15年度　決算見込み

市

債

残

高

が

平
成
十
五
年
度
は
増
加
に

市
債
は
、
道
路
や
施
設
な
ど
の
建

設
に
一
時
的
に
必
要
と
な
る
多
額
の

費
用
の
負
担
を
長
期
に
分
散
さ
せ
て

年
度
間
の
調
整
を
図
ろ
う
と
す
る
も

の
で
す
。
ま
た
、
で
き
た
施
設
な
ど

は
将
来
の
市
民
に
も
活
用
さ
れ
る
の

で
、
世
代
間
で
経
費
を
公
平
に
負
担

す
る
こ
と
に
も
な
り
ま
す
。

新
津
市
で
は
、
市
債
を
財
源
と
す

る
大
き
な
事
業
を
年
次
的
に
実
施

し
、
計
画
的
な
投
資
や
繰
り
上
げ
償

還
な
ど
に
努
め
た
結
果
、
右
謨
下
の

グ
ラ
フ
Ｅ
に
あ
る
と
お
り
、
年
々
一

般
会
計
の
市
債
残
高
が
減
少
し
て
い

ま
し
た
が
、
平
成
十
五
年
度
は
地
方

交
付
税
の
減
額
分
を
振
り
替
え
す
る

臨
時
財
政
対
策
債（
一
般
財
源
の
不

足
に
対
処
す
る
た
め
の
特
例
的
な
起

債
）が
増
加
し
た
こ
と
に
伴
い
、
市

債
残
高
は
微
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

下
水
道
事
業
特
別
会
計
と
あ
わ
せ

て
、
各
事
業
別
の
市
債
残
高
を
残
高

順
に
し
た
も
の
が
左
の
表
で
、
郵
便

貯
金
お
よ
び
簡
易
保
険
の
資
金
か
ら

融
資
を
受
け
た
も
の
が
そ
の
下
で
す
。

各
指
標
で
見
る

市
の
財
政
状
況

左
の
グ
ラ
フ
Ｆ
は
、
市
の
財
政
状

況
を
表
す
主
な
指
標
の
推
移
を
表
し

た
も
の
で
す
。
ま
ず
、
市
町
村
の
財

政
力
を
判
断
す
る
一
般
的
な
指
標
と

し
て
財
政
力
指
数
と
い
う
も
の
が
あ

り
ま
す（
数
値
が
大

き
い
ほ
ど
財
政
に
ゆ

と
り
が
あ
る
）。
新

津
市
の
場
合
は
前
年

度
と
ほ
ぼ
同
じ
〇
・
五
〇
程
度
と
な

っ
て
い
ま
す
。

次
に
、
財
政
の
硬
直
度
を
判
断
す

る
指
標
と
し
て
経
常
収
支
比
率
と
い

う
も
の
が
あ
り
ま
す（
数
値
が
大
き
い

ほ
ど
財
政
が
硬
直
的
に
な
っ
て
い

る
）。
新
津
市
の
経
常
収
支
比
率
は
八

六
・
九
％
と
前
年
度
に
比
べ
減
少
し
て

い
ま
す
が
、
依
然
と
し
て
高
い
水
準

で
あ
る
た
め
、
自
由
に
使
え
る
お
金

が
少
な
い
状
態
が
続
い
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
借
金
が
ど
の
く
ら
い
財

政
を
圧
迫
し
て
い
る
の
か
を
示
す
も

の
に
起
債
制
限
比
率
と
い
う
も
の
が

あ
り（
数
値
が
大
き
い
ほ
ど
財
政
が

圧
迫
さ
れ
て
い
る
）、
一
六
％
を
超

え
る
と
黄
色
信
号
と
さ
れ
県
の
指
導

を
受
け
ま
す
が
、
新
津
市
の
起
債
制

限
比
率
は
前
年
度
に
引
き
続
き
減
少

し
、
一
三
・
三
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
新
津
市
の
財
政
状
況

は
、
固
定
し
た
経
費
へ
の
支
払
い
が

自
由
に
使
え
る
お
金
の
多
く
を
占
め

る
よ
う
な
状
況
に
な
っ
て
い
ま
す
。

厳
し
い
財
政
状
況
は

地
方
自
治
体
の
共
通
の
悩
み

多
様
化
す
る
市
民
ニ
ー
ズ
や
行
政

環
境
の
変
化
に
適
切
に
対
応
し
、
ま

ち
づ
く
り
を
進
め
て
い
く
た
め
に

は
、
一
般
財
源
か
ら
経
常
的
経
費
を

除
い
た
投
資
的
経
費
の
確
保
が
重
要

と
な
り
ま
す
。

し
か
し
、
国
の
補
助
金
削
減
と
地

方
交
付
税
の
見
直
し
、
国
か
ら
地
方

へ
の
税
源
移
譲
を
同
時
に
進
め
る
三

位
一
体
の
改
革
や
先
行
き
の
見
え
な

い
経
済
状
況
に
お
い
て
は
市
税
を
含

め
歳
入
が
今
後
大
幅
に
増
加
す
る
こ

と
は
望
め
ず
、
極
め
て
厳
し
い
財
政

状
況
に
な
る
こ
と
が
予
測
さ
れ
ま

す
。
そ
の
た
め
、
こ
れ
ま
で
以
上
に

効
率
的
な
行
財
政
運
営
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

郵貯資金および簡保資金からも融資を受けています
市の施設などを建設するとき、郵便貯金資金および簡易生

命保険資金を日本郵政公社から融資してもらっています。

平成15年度に融資を受けたものは、次のとおりです。

●郵便貯金資金 道路新設改良事業3360万円

●簡易生命保険積立金融資 公共下水道事業8350万円（繰越分）

市有財産の概況
（平成16年3月31日現在、水道財産を除く）

土 地 建 物基 金

2,185,206裃 205,929裃35億2478万円

※基金とは、財政運営を円滑に行うための　
預貯金などのことをいいます。

事業別の市債現在高 見込み
（平成16年3月31日現在）

事　　業　　名
道路・橋りょう
クリーンセンター
義務教育施設
街路
減税および臨時税収補てん債
臨時財政対策債
公園
金津丘陵ふれあい文化ゾーン
公共用地先行取得事業
市役所庁舎
県立植物園
地域学園
住宅
消防防災
社会福祉施設
排水路
農林業施設
地域イントラネット基盤整備事業
幼稚園
公民館
保健福祉センター
市民会館
保健体育施設
その他各種起債
一 般 会 計 　 計
下水道事業特別会計
合　　　　　　計
市民1人あたり
市民1世帯あたり

市債残高
32億3685万円
26億4867万円
26億4200万円
23億6826万円
22億3086万円
21億8730万円
14億8517万円
11億1724万円
10億2920万円
9億1981万円
8億1377万円
6億8924万円
6億8853万円
5億5148万円
3億5494万円
3億5220万円
3億3660万円
1億8970万円
6490万円
5682万円
3254万円
1764万円
1298万円

7億8029万円
248億0697万円
259億1513万円
507億2210万円

746,759円
2,324,676円
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グラフＦ　財政状況各指標の推移

し
、
扶
助
費
は
増

加
傾
向
に
あ
り
ま

す
。一

方
、
投
資
的

経
費
で
は
継
続
実

施
し
て
い
る
新
津

駅
東
口
駅
前
広
場

整
備
や
新
た
に
実

施
し
た
第
五
中
学

校
屋
内
運
動
場
の

改
築
と
小
合
地
域

活
動
セ
ン
タ
ー
の

整
備
な
ど
に
取
り

組
ん
だ
結
果
、
普

通
建
設
事
業
費
が

増
加
し
て
い
ま
す
。
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義務的経費

投資的経費

その他経費

人件費

公債費

扶助費

（億円）

歳出歳出
220220億
16051605万円万円

 人件費人件費
3939億29632963万円万円
（17.917.9％）％）

 公債費公債費
3333億26992699万円万円
（15.115.1％）％）

 扶助費扶助費
2020億89548954万円万円
（9.59.5％）％） 普通建設事業費普通建設事業費

3232億87928792万円万円
（14.914.9％）％） 災害復旧費災害復旧費

400400万円万円
（0.00.0％）％）

 物件費物件費
2929億71537153万円万円
（13.513.5％）％）

 繰出金繰出金
3434億13061306万円万円
（15.515.5％）％）

 貸付金貸付金
1111億90069006万円万円
（5.45.4％）％）

 補助費等補助費等
1111億73987398万円万円
（5.35.3％）％）

その他その他
6億29342934万円万円
（2.92.9％）％）

歳出歳出
220220億
16051605万円万円

 人件費
39億2963万円
（17.9％）

 公債費
33億2699万円
（15.1％）

 扶助費
20億8954万円
（9.5％） 普通建設事業費

32億8792万円
（14.9％） 災害復旧費

400万円
（0.0％）

 物件費
29億7153万円
（13.5％）

 繰出金
34億1306万円
（15.5％）

 貸付金
11億9006万円
（5.4％）

 補助費等
11億7398万円
（5.3％）

その他
6億2934万円
（2.9％）

義
務
的
経
費

そ
の
他
経
費

投資的経費

グラフＣ　一般会計歳出の性質別分類

グラフＤ　一般会計歳出の性質別推移

歳
入
は
前
年
度
に
比
べ

約
七
億
円
増
加
に

右
上
の
グ
ラ
フ
Ｂ
は
、
一
般
会
計

の
歳
入
の
性
質
別
推
移
を
表
し
た
も

の
で
す
が
、
平
成
十
五
年
度
は
市
税

と
地
方
交
付
税
が
減
少
し
た
ほ
か
は

増
加
し
て
い
ま
す
。

市
の
歳
入
の
根
幹
で
あ
る
市
税

は
、
こ
こ
数
年
ほ
ぼ
横
ば
い
で
推
移

し
て
き
ま
し
た
が
、
平
成
十
五
年
度

は
、
前
年
度
に
比
べ
減
少
し
て
い
ま

す
。
さ
ら
に
、
地
方
交
付
税
も
算
定

方
法
が
変
わ
っ
た
平
成
十
三
年
度
か

ら
減
少
を
続
け
て
い
ま
す
。

一
方
、
国
庫
支
出
金
や
そ
の
他

（
繰
越
金
や
使
用
料
お
よ
び
手
数
料

な
ど
）は
増
加
し
て
い
る
も
の
の
、

歳
出
と
市
税
・
交
付
税
の
差
は
埋
ま

ら
な
い
た
め
、
市
債
が
前
年
度
に
比

べ
大
幅
に
増
加
し
て
い
ま
す
。

義
務
的
経
費
の
割
合
は

高
い
も
の
の
減
少
に

右
中
の
グ
ラ
フ
Ｃ
は
、
平
成
十
五

年
度
の
歳
出
に
つ
い
て
そ
の
性
質
別

に
分
類
し
た
も
の
で
す
。

義
務
的
経
費
と
は
、
人
件
費
、
公

債
費
（
市
債
の
償
還
に
充
て
ら
れ

る
）、
扶
助
費（
生
活
保
護
な
ど
社
会

保
障
と
し
て
の
経
費
）の
主
に
三
つ

で
、
支
出
を
義
務
づ
け
ら
れ
任
意
に

削
減
で
き
な
い
と
い
う
性
質
を
持
ち

ま
す
。
こ
の
義
務
的
経
費
の
割
合
が

高
く
な
る
と
、
自
由
に
使
え
る
資
金

が
少
な
く
な
り
、
社
会
や
経
済
の
変

化
に
対
応
し
た
事
業
を
行
う
こ
と
が

難
し
く
な
り
ま
す
。

投
資
的
経
費
と
は
、
普
通
建
設
事

業
費
、
災
害
復
旧
費
な
ど
そ
の
事
業

に
よ
っ
て
作
ら
れ
た
も
の
が
、
社
会

資
本
と
し
て
将
来
に
残
る
も
の
を
指

し
ま
す
。

右
下
の
グ
ラ
フ
Ｄ
は
、
歳
出
の
性

質
別
推
移
を
表
し
た
も
の
で
、
平
成

十
五
年
度
は
義
務
的
経
費
以
外
の
投

資
的
経
費
・
そ
の
他
経
費
が
増
加
し

て
い
る
こ
と
が
分
か
り
ま
す（
グ
ラ

フ
の
実
線
部
分
）。

減
少
し
た
義
務
的
経
費
の
内
訳

（
グ
ラ
フ
の
点
線
部
分
）を
見
る
と
、

近
年
は
人
員
削
減
や
効
率
的
な
人
員

運
用
に
よ
り
人
件
費
、
そ
れ
か
ら
公

債
費
が
減
少
傾
向
に
あ
る
の
に
対

10

20

30

40

50

60

70

80

Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15

地方交付税

その他

市税

市債国庫支出金

（億円）

グラフＢ　一般会計歳入の性質別推移
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市債残高

歳出における公債費（＝返済額）

歳入における市債（＝新規借入額）

（億円）

（億円）

グラフＥ　市債の推移


